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１ 第４次行政改革の実施計画の達成状況等 

（１）重点項目別達成率及び効果額等 

重点項目 
取 組 

項目数 

実 施 

項目数 
達成率 未実施数 

効果額 

(千円) 

計画的な財政運営 1 1 100.0% 0 0 

安定的な歳入の確保 7 4 57.1% 3 258,175 

経費の節減合理化 5 4 80.0% 1 0 

地方公営企業等の経営健全化 2 0 0.0% 2 0 

行政の担うべき役割の重点化 5 3 60.0% 2 3,242 

行政ニーズへの的確な対応を 

可能とする組織機構 
6 4 66.7% 2 34,602 

電子自治体の推進 8 8 100.0% 0 7,854 

市民サービスの向上 6 6 100.0% 0 0 

市民に開かれたまちづくり 2 2 100.0% 0 0 

市民参加の拡充 6 3 50.0% 3 0 

合  計 48 35 72.9% 13 303,873 

〔目標額 145,400 千円〕 

 

（２）実績値及び効果額を計上できる取組項目の実績 

 ア 安定的な歳入の確保 

取組項目 
目標値 

（目標額） 

H25 

（基準） 
H26 H27 H28 H29 H30 

効果額 

（千円） 

市税収納率

の向上 

93→ 

95.5％以上 
91.9 93.3 94.3 94.9 95.7 96.2  

固定資産税

における税

収の向上 

31,000  34,079 17,785 19,074 22,896  93,834 

公営住宅使

用料の徴収

対策 

97.5％以上 

（現年） 
95.5 95.3 95.7 95.6 95.1 96.2  

有料広告事

業の推進 

年間 

2,000 千円

（10,000） 

1,388 1,802 1,489 1,415 1,171 992 6,869 

市有遊休財産の

処分及び有効な

利活用の再検討 

  120,875 24,013 1,806 7,367 3,411 157,472 

合   計      258,175 
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イ 地方公営企業等の経営健全化 

取組項目 
目標値 

（目標額） 

H25 

（基準） 
H26 H27 H28 H29 H30 

効果額 

（千円） 

公共下水道事

業経営健全化 

水洗化率 

77％ 
73.6 71.5 73.8 75.9 72.9 74.7  

合   計      0 

 

 ウ 行政の担うべき役割の重点化 

取組項目 
目標値 

（目標額） 

H25 

（基準） 
H26 H27 H28 H29 H30 

効果額 

（千円） 

住民税全期前

納報奨金廃止 

平成 27 年度課

税分から廃止 
 - 

3,242 

(廃止) 
- - - 3,242 

合   計 - 3,242 - - - 3,242 

 ※H26 全期前納報奨金実績：3,242 千円 

 

 エ 行政ニーズへの的確な対応を可能とする組織機構 

取組項目 
目標値 

（目標額） 

H25 

（基準） 
H26 H27 H28 H29 H30 

効果額 

（千円） 

定員適正化計

画の推進 

15 人削減 

(112,500) 

職員 

531 人 

4 

(4) 

2 

(6) 

3 

(9) 

△9 

(0) 

1 

(1) 
7,500 

学校用務手の

パート化 

4 名 

（18,400） 

正職 

6 名 

0 

(0) 

2 

(2) 

0 

(2) 

0 

(2) 

1 

(3) 
13,800 

市立保育所存続・統

合または廃止の検討 
  - 13,302 - - - 13,302 

合   計      34,602 

 ※市立保育所廃止：H26 木皿保育所当初予算額 

 

オ 電子自治体の推進 

取組項目 
目標値 

（目標額） 

H25 

（基準） 
H26 H27 H28 H29 H30 

効果額 

（千円） 

道路台帳情報

の電子化 
  4,725 - - - - 4,725 

水道情報の電

子化 
  3,129 - - - - 3,129 

合   計 7,854 - - - - 7,854 

※道路台帳情報の電子化：市道台帳補正経費の削減 

※水道情報の電子化：配水管路図の修正費用の削減 
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 カ 市民参加の拡充 

取組項目 
目標値 

（目標額） 

H25 

（基準） 
H26 H27 H28 H29 H30 

効果額 

（千円） 

道路里親制度

の推進 

新たに 10 団体

認定→17 団体 

累計 

22 

累計 

26 

累計 

29 

累計 

33 

累計 

36 

累計 

37 
 

自主防災組織

の育成 

組織率 

90％ 
45.2 45.2 52.0 58.1 58.1 61.6  

合   計      0 

 

 

（３）第４次行政改革大綱に基づく取組項目結果表 

基本 

方針 

重点 

項目 
推進項目 取組項目（実施計画項目） 

目標 実績 

結果 

※第5次への継

続の状況 大項目 中項目 小項目 

健
全
な
財
政
運
営
の
推
進 

計画的な

財政運営 

財政計画等の

整備 

第 4次総合計画後期基本

計画策定に伴う中期財政

計画の改訂 

平成 26 年度中に策定 実施済（H26） 
内容を修正

して継続 

安定的な

歳入の確

保 

自主財源の確

保 

市税収納率の向上 
平成 30 年度における 

市税収納率 93％→95.5％ 

達成（H26） 

追加目標達成（H29） 
継続 

給与特別徴収の強化 平成 27 年度から実施 実施済（H27） 終結 

固定資産税における税収

の向上 
31,000 千円の税収増 達成（H29） 終結 

公営住宅使用料の徴収対

策の強化 

平成 30 年度における 

現年度分徴収率 97.5％以上 
未達成 継続 

有料広告事業の推進 年間収入 2,000 千円 未達成 継続 

市有遊休財産の処分及び

有効な利活用の再検討 
- 実施済（H26） 継続 

受益者負担の

適正化 
使用料・手数料の適正化 平成 28 年 10月 1日実施 未実施 終結 

 

経費の節

減合理化 

標準的経費の

削減 

備品管理システムの整備 平成 26 年度中に運用開始 実施済（H28） 終結 

 
市民サービスセンターの

廃止検討 
平成 27 年度中に方針決定 

実施済（H28 

第 4 次中は存続

の方針決定） 

継続 

 
省エネ実現に向けた取組

みの強化 

平成 27 年度中に 

実施計画策定 
実施済（H30） 継続 
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基本 

方針 

重点 

項目 
推進項目 取組項目（実施計画項目） 

目標 実績 

結果 

※第5次への継

続の状況 大項目 中項目 小項目 

健
全
な
財
政
運
営
の
推
進 

経費の節

減合理化 
給与の適正化 

時間外勤務の縮減 - 実施済（H26） 終結 

特殊勤務手当の適正化 
14 手当のうち 7手当を 

廃止及び見直し 
未達成 継続 

地方公営

企業等の

経営健全

化 

病院事業 
公立病院改革プランに基

づいた経営健全化 

平成 32 年度までに 

収支の均衡を図る 
未達成 継続 

下水道事業 
公共下水道事業における

経営健全化 

平成 30 年度における 

水洗化率 77％ 
未達成 継続 

効
率
的
な
行
政
運
営
の
推
進 

行政の担

うべき役

割の重点

化 

事務事業の見

直し 

消防団消防施設の適正配

置 

平成 30 年度までに 

再編成計画を策定 
未達成 

内容を修正

して継続 

住民税全期前納報奨金の

廃止 
平成27年度課税分から廃止 実施済（H27） 終結 

公共施設の計

画的な管理 

公共施設維持管理（補修）

計画の策定 
平成 28 年度中に策定 実施済（H28） 終結 

民間委託等の

推進 

給食センター調理業務の

民間委託の検討 
平成 26 年度中に方針決定 未達成 継続 

新図書館管理の民間委託

化等の検討 
平成 26 年度中に方針決定 

実施済（H26 

直営の 

方針決定） 

終結 

行政ニー

ズへの的

確な対応

を可能と

する組織

機構 

定員管理の適

正化 

定員適正化計画の着実な

推進 
5 年間で 15 人削減 未達成 

内容を修正

して継続 

学校用務手のパート化の

推進 
5 年間で 4名のパート化 未達成 終結 

組織・機構の見

直し 

効率的な組織機構の確立 - 実施済（H26） 継続 

市立保育所存続・統合ま

たは廃止の検討 
平成 26 年度中に方針決定 

実施済（H28 

第 4 次中は存続

の方針決定） 

継続 

人材の育成 

人事評価の推進 平成 28 年度本格導入 実施済（H28） 終結 

人材育成方針に基づいた

職員研修の充実 
- 実施済（H26） 継続 

電子自治

体の推進 

ICTを活用した

事務の効率化 

庁内情報系無線 LAN の構

築 
平成 26 年度中に実施 実施済（H26） 終結 

電子決裁を含めたペーパ

ーレス化 
平成30年度までに方針決定 

実施済（H30 第 4次中は導

入しないとの方針決定） 

終結 

道路台帳情報の電子化 平成 26 年度中に実施 実施済（H26） 終結 
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基本 

方針 

重点 

項目 
推進項目 取組項目（実施計画項目） 

目標 実績 

結果 

※第5次への継

続の状況 大項目 中項目 小項目 

効
率
的
な
行
政
運
営
の
推
進 

電子自治

体の推進 

ICTを活用した

事務の効率化 
水道情報の電子化 平成 26 年度中に実施 実施済（H26） 終結 

ICTを活用した

市民サービス

の向上 

GIS の活用による市民へ

の情報提供 
平成 26 年度から実施 実施済（H30） 終結 

施設予約システム導入の

検討 
平成 27 年度中に方針決定 

実施済（H29 

導入の方針決定

H30 から導入済） 

終結 

公共施設の Wi-Fi スポッ

ト化 
平成 29 年度中に実施 実施済（H27） 継続 

都市計画情報の電子化 
平成30年度までに電子閲覧

又は電子申請を実施 
実施済（H26） 終結 

市民サー

ビスの向

上 

定住促進に向

けた行政サー

ビスの検討 

定住促進パンフレットの

作成 
平成 26 年度中に作成 実施済（H30） 終結 

定住促進奨励金の導入 平成 27 年度中に実施 実施済（H28） 終結 

行政サービス

の見直しと検

討 

広報・PR 活動の強化 
平成 26 年度中に市 HP を 

リニューアル 
実施済（H26） 

内容を修正

して継続 

公共交通のあり方の検討 平成 30 年度中に方針決定 実施済（H30） 終結 

観光スポットウェブカメ

ラの導入 
平成 27 年度中に実施 実施済（H27） 終結 

観光協会ホームページの

充実 
平成 26 年度中に実施 実施済（H27） 終結 

市
民
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

市民に開

かれたま

ちづくり 

情報提供の推

進 

情報発信提案制度導入の

検討 
平成 26 年度中に方針決定 

実施済（H30 

導入の方針決定

H31 から導入） 

終結 

市民へのわか

りやすい説明 

分野別施策パンフレット

の作成 
平成 27 年度中に実施 実施済（H30） 終結 

市民参加

の拡充 

地域コミュニ

ティ活動の推

進 

道路里親制度の推進 
平成30年度末までに新たに

10団体を認定→17団体認定 

達成（H28） 

※追加目標未達成 
継続 

コミュニティ協議会の設

置検討 
平成 30 年度中に実施 未達成 

内容を修正

して継続 

市民活動支援事業の検討 平成 30 年度に実施 未達成 継続 

自主防災組織の育成 平成 30 年度の組織率 90％ 未達成 終結 
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基本 

方針 

重点 

項目 
推進項目 取組項目（実施計画項目） 

目標 実績 

結果 

※第5次への継

続の状況 大項目 中項目 小項目 

市
民
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

市民参加

の拡充 

市民意向の反

映 

審議会委員等の公募制の

推進 
平成 26 年度中の指針策定 実施済（H27） 終結 

市政モニター制度導入の

検討 
平成 27 年度中の方針決定 

実施済（H30 

導 入 の方 針 決

定。導入の時期、

方法等について

は、今後検討す

る。） 

終結 

 

 ア 実施済みまたは達成により第４次を以て終結とする項目・・・・・・・・・２４ 

 イ 未実施または未達成だが第４次を以て終結とする項目・・・・・・・・・・・３ 

 ウ 実施済みまたは達成だが第５次に継続して取り組む項目・・・・・・・・・・９ 

 エ 未実施または未達成のため第５次に継続して取り組む項目・・・・・・・・・７ 

 オ 実施済みまたは達成だが内容を修正して第５次においても取り組む項目・・・２ 

 カ 未実施または未達成により内容を修正して第５次においても取り組む項目・・３ 

         合       計      ・・・・・・・・・・・・・４８ 

 

 

２ 取り組みに対する評価 

（１）総合評価 

   本市の行政改革の取り組みは、平成８年３月の「北茨城市行政改革大綱」に始ま

り、平成１０年１０月策定の「第１次北茨城市行政改革大綱」、平成１６年３月策

定の「第２次北茨城市行政改革大綱」、そして平成２１年２月の「北茨城市第３次

行政改革大綱」を経て、平成２６年度から３０年度までの５か年を計画期間とする

「北茨城市第４次行政改革大綱」及び「北茨城市第４次行政改革実施計画」に基づ

き推進し、市民の代表で構成される行政改革懇談会からの助言をいただきながら行

政改革推進本部及び幹事会において進行管理を行ってきたところである。 

   この第４次行政改革大綱は、第１次、第２次及び第３次を継承しつつ新たに地方

自治体に求められている地方分権や市民協働といった視点を取り入れながら、「健

全な財政運営の推進」、「効率的な行政運営の推進」、「市民協働によるまちづくりの

推進」の３つの基本方針と１０の重点項目を設定し、それに基づいた実施計画にお

いて４８の具体的推進項目を掲げて推進してきたところであり、その結果、最終的

な実施率については７２．９％（３５項目実施）となった。 

重点項目別に見る達成状況では、「計画的な財政運営」、「電子自治体の推進」、「市

民サービスの向上」、「市民に開かれたまちづくり」の４つにおいては全項目を達成
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した。「計画的な財政運営」及び「市民に開かれたまちづくり」は、行政内部にお

いて処理できる事務的な項目であったこと、「電子自治体の推進」に関しては、市

民サービスの向上につながる事務の効率化が図れるものであったこと、「市民サー

ビスの向上」に関しては、その名のとおり市民に対するサービス向上に直結する取

り組みであり、市民の理解を得やすいものであったため、取り組みが推進されたも

のと思われる。 

   また、「経費の節減合理化」については、１つの項目を残したものの、ほぼ達成

することができた。この項目は、事務的なものや行政内部において処理できるもの

が多かった分、取り組みが推進されたものと考察する。 

   一方、達成率が思うように伸びていない「地方公営企業等の経営健全化」、「行政

ニーズへの的確な対応を可能とする組織機構」については、取り組んではいるが数

値目標を達成することができなかったものが多く、今後も推進方法の改善を図りな

がら取り組みを継続していく必要がある。 

「行政の担うべき役割の重点化」についても５項目中３項目の達成に終わったが、

第３次からの懸案である図書館管理の民間委託の是非に関する方針の決定や、公共

施設維持管理計画の策定が完了したことは、第３次での検証・検討を踏まえながら

推進できた結果である。 

 同じく達成率が思うように伸びていない「安定的な歳入の確保」は、厳しい状況

が続く本市の財政力の強化には欠かせない重要項目である。目標に届かなかった項

目のうち、公営住宅使用料の徴収対策は第３次からの継続課題であるが、徴収業務

の一部を民間委託するなど新たな取り組みを試みており、少しずつではあるが改善

が見られる項目である。第３次行政改革における大胆な職員削減、第４次行政改革

における「健全な財政運営の推進」の取り組みにより財政基盤の改善が見られると

はいえ、第５次においても財政運営の自主性及び安定性を高める自主財源の確保は

最優先に取り組まなければならない部分である。 

また、「市民参加の拡充」については、地域コミュニティの再構築を図るという

全国的な課題となっている分野の取り組みであり、思うように検討が進まなかった

部分である。他の自治体も手探りの中、最善策を模索している状況ではあるものの、

限られた人員・財源の中で行政サービスの質を維持していくためには、市民を巻き

込んだ形での行政運営は必須であり、今後も先進的な取り組みをしている市町村を

参考にした上で、本市の地域性を考慮した施策を講じる必要がある。 

   効果額については、当初の目標額１億４千万円に対して累計で３億円超となり、

一定の効果を得ることができたところである。この効果もあって、本市の財政状況

は改善が見られるが、老朽化が進む様々な公共施設の更新時期を迎えることもあり、

依然として厳しい状況が続いている。再び危機的な財政状況に陥ることのないよう、

さらに、日本社会が直面している人口減少・少子高齢化という大きな課題に対策を

講じていけるよう、引き続き簡素で効率的な行財政運営が求められている。 

   以上のように、第４次行政改革においては、十分とはいえないまでも全庁的に危
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機意識を持って取り組み、一定の成果をあげることができた。 

しかし、少子高齢化・人口減少という困難な課題を抱える中、本市を取り巻く環

境は日々変わりつつあることを踏まえ、第４次を継承しながら、新たに策定した「北

茨城市第５次行政改革大綱及び実施計画」に基づき、より一層の行政改革の推進を

図っていく必要がある。 

 

（２）基本方針・重点項目に基づく評価 

   第４次行政改革においては、３つの基本方針と１０の重点項目を基に４８の推進

項目を設定して取り組みを進めてきた。 

   これらの取り組み内容について、重点項目ごとに整理すると次のとおりである。 

 

ア 健全な財政運営の推進 

  ① 計画的な財政運営 

    計画的かつ段階的な施策を展開することで、歳出の効率化及び重点化を図る観

点から、平成２１年度に策定した中期財政計画を改訂した。 

    なお、第５次においては、第５次北茨城市総合計画に基づく新たな中期財政計

画を策定し、引き続き効率的な財政運営を実行する。 

  ② 安定的な歳入の確保 

    市税等の徴収率の向上を図り、収入の確保に努めるといった観点から、市税等

の徴収対策の強化や給与特別徴収一斉指定、固定資産実地調査を行うことができ

た。 

また、第３次からの課題であった使用料・手数料の適正化については、料金等

を算定する際の参考シートを作成したので、新たな施設等における使用料設定の

際に参考とすべき額を算出し、今後より一層受益者負担の適正化と公平性の確保

を図っていく必要がある。 

 しかし、前項で述べたように、公営住宅使用料の徴収率や有料広告収入に関し

ては目標を達成することができず、市有遊休財産の処分及び有効な利活用の再検

討については、当初の目標は達成したものの、基本方針策定後の施設の新築・解

体、統廃合等により、市有財産に変動があるため、改めて遊休地の情報を収集し、

利活用を検討する必要があり、第５次における継続課題とする。 

  ③ 経費の節減合理化 

    標準的な経費の縮減を図る観点から、備品管理システムを整備し、内部管理経

費節減の推進を行った。さらに、市民サービスセンターの廃止検討を進めたが、

取り扱い業務のウェイトは、納税等の納付業務が大きいことを考え、第４次期間

内においては両サービスセンターを存続とする方針を決定した。引き続き、第５

次においても、利用状況調査を踏まえ、廃止を含めたあり方の検討を行っていく

こととする。 

    また、職員給与の適正化を図る観点から見直しを進めた特殊勤務手当について
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は、対象としていた７手当のうち４手当については適正なものと結論付けたので、

残り３手当についての必要性及び妥当性を第５次において引き続き検証するこ

ととする。 

  ④ 地方公営企業等の経営健全化 

    一般会計からの繰出金が増加すれば多大な財政負担となりかねない地方公営

企業等について、経営の健全化に努めてきた。病院事業については、平成２０年

度に策定し、平成２３年度に改訂した公立病院改革プランに基づき、経営健全化

を目指して取り組んできたが、目標とする経営指標に達しなかったため、平成 

２８年度に新たに策定した改革プランにおいて、収支均衡の目標年度を平成３２

年度に変更して現在も推進しているところである。 

 また、下水道事業については、計画的な事業推進により供用面積が拡充した一

方で、水洗化率は目標として定めた７７％に及ばなかった。今後も下水道事業の

経営健全化を図っていく上で、水洗化率の向上はますます求められるため、第５

次においても引き続き取り組んでいく必要がある。 

 

イ 効率的な行政運営の推進 

  ① 行政の担うべき役割の重点化 

    十分とは言えない財源の中で、所期の目的を達成した事業や業務量が減少した

ものについて、廃止・統合・縮小等の徹底した見直しを行うといった観点から、

消防団消防施設の適正配置、住民税全期前納報奨金の廃止など事務事業の見直し

を行った。消防団消防施設については、地域の実情を考慮した適正配置を進めて

きたが未だ途上であり、第５次においても継続して推進することで地域消防防災

体制の更なる充実を図る必要がある。 

第３次からの継続課題であった公共施設維持管理（補修）計画の策定について

は、平成２７年度に策定した公共施設等総合管理計画に基づき、平成２８年度に

公共施設の保有量の適正化の方針を示す公共施設マネジメント計画を策定した

ことで、第４次の推進目標は達した。第５次行革推進期間においては、本計画の

実効性を担保するために、計画の進行管理を主眼とした取組項目を設定し、施設

の適正配置に向けた取り組みを進めることとする。 

また、民間活力導入によって市民サービスの向上及び経費の削減を図るという

観点から、給食センター調理業務及び図書館について民間委託化の検討を行った。

平成２８年度の新図書館の開館にあたり、人件費削減の面から指定管理者導入の

検討を行ったが、検証の結果、大幅な削減はみられず、また、学校との連携など

運営の継続性が確保できないなどの理由により直営という方針が決定した。給食

センターの調理業務については、現在の施設で調理業務の受託を可能とする事業

者はあるが、コスト面での懸案が残るため、老朽化が進む施設自体の建替えも視

野に入れた検討を第５次でも引き続き行うこととする。 
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  ② 行政ニーズへの的確な対応を可能とする組織機構 

    これまで職員数を大幅に削減してきた中で、複雑、多岐にわたる行政需要に的

確に対応できる組織づくりを進める観点から、常に組織機構を見直し、効率的な

体制の整備に努めてきたが、定員適正化計画に基づく職員の削減においては、病

院職員の確保に努めていることもあり、削減数の目標には届かなかった。 

    また、市立保育所については、園児数の減少から統廃合を視野に入れた検討を

進めた結果、障害児保育を含む少人数保育への対応を考慮し、第４次期間中は存

続という方針決定に至ったが、施設の老朽化や利用者の利便性等を考慮した上で

第５次においても改めて廃止等について検討することとする。 

    人材の育成においては、人材育成基本方針に則した研修計画に基づき各種研修

等を実施するなど着実な推進が図られており、人事評価制度については、試行期

間を経て、平成２８年度に本格導入が完了した。 

  ③ 電子自治体の推進 

    ICT（情報通信技術）の活用により、業務の効率化を図るという観点から、庁

内情報系無線 LAN の構築に続き、道路台帳及び水道情報の電子化を行った。さら

に、公共施設予約システムの導入や公共施設の Wi-Fi スポット化、都市計画情報

の電子化など、市民サービスの向上を主眼とした取り組みも進めてきたところで

ある。 

しかし、平成３１年度の機器更改に併せて検討を重ねてきた電子決裁を含めた

ペーパーレス化については、情報収集の域を脱していないため、対応機種の導入

はしないとの結論に至った。 

  ④ 市民サービスの向上 

    最小限の人員、限られた予算の中でも市民に対するサービスの質を落とすこと

のないよう市民サービスの更なる向上に取り組んできた。まず、定住促進に向け

た取り組みとして、定住促進パンフレットの作成や定住促進奨励金の導入など、

新たなサービスを開始した。さらに、新たな取り組みだけでなく、既存の行政サ

ービスの見直しの観点から、市ホームページと観光協会ホームページの全面リニ

ューアルを実現し、観光スポットウェブカメラを五浦地区と花園地区に設置する

など、広報・観光 PR の強化に資する取り組みを推進した。 

しかしながら、広報力の強化という点では、満足のいく水準に達していないた

め、第５次では新たな広報媒体の活用検討に加え、現在運用している媒体の更な

る有効活用を図り、広報・PR 活動の充実に取り組むこととする。 

 

 ウ 市民協働によるまちづくりの推進 

  ① 市民に開かれたまちづくり 

    行政は市民に対して形式的に説明責任を果たすのではなく、新鮮な情報を随時

発信し、よりわかりやすい説明を行う必要があるという観点から、全庁を挙げた

発信力の強化策として、情報発信提案制度を平成３１年度から導入する方針を決
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定した。さらに、各課が実施する事業を横断的に網羅した分野別施策パンフレッ

トとして、子育て世帯向けの子育て応援パンフレット、高齢者向けの元気手帳を

作成し、市民にわかりやすい情報提供の取り組みを進めてきた。 

  ② 市民参加の拡充 

    行政と市民等が連携し、役割分担しながら公益を増進していくという観点から、

地元自治会等による道路里親制度、自主防災組織の育成を推進した。 

    また、審議会委員等の公募制の推進を目的とした公募指針を策定するなど、市

民だけでなく庁内職員に市民協働を浸透させる仕組みづくりを行った。 

    一方、コミュニティ協議会の設置検討や市民活動支援事業補助金の検討等、市

民協働を推し進めるための母体づくりの部分については、先進事例を研究しなが

ら、当市の地域性に合った仕組みを模索しているところであり、第４次において

結論を得ることができなかったので、第５次で引き続き検討していくこととする。 


